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本稿では、市場価務変動モデルの評舗に班DP(1VlarkovDecision Process)を用いる方法を提案

する。まずはじめに、 MDPを紹介し、次に具体的な評錨関数を導入する。最後に、簡単な{語格変

動モデ、ルに対して MDPによる評価を行い、モデ、ノレ改長について考察する。

1 緒言

近年、詳細な市場データの入手が可撞になり、これに基づいて様々な車場舗搭変動モデルが提案

されている。これらのモデ、ルは語格変動の確率分布がファットテールを持つことなど、市場の様々

な特徴を再現することも報告されており、今後さらなる発展が期待されている。

しかし、これちのモデルに対して、実擦に投資を行う観点から評錨するアプローチはあまり行

われていないよう;こ見受けられる。そこで、本研究では与えられた市場面格変動モデルに基づ、い

て最適投資戦略を求め、そのパフォーマンスからモデルを改長する手法の確立を巨的としている。

2 民1DP

MDP(瓦!IarkovDecision Process)とはエージェントの意思決定を含んだ確率過程である。l¥lDP

は、状態空間S(系が取りうる状態からなる集合ド行動空間A(エージェントの行動の選択肢)・状

態遷移確率・利得η(通常は SとAの元を引数に持つ関数)・政策π={πt}(エージェントの意思決

定)の 5つの要素で構成される。そして、状態遷移確率が次の条件を満たす場合を MDPと呼ぶ。

Prob (St十11soラα0ラ・・.， St-lラαt-l， Sゎ向)= Prob (St+l 1Stぅ的) (1) 

だたし、 StζSは時刻tでの系の状態、 αtは詩刻tでのエージェントの行動である。 αtはαt二川(.) 

のように政策から決定される。

MDPが使用される問題の代表例辻、 (1)を満たす状態遷移確率が与えられた場合の最適化問題

である。また、強化学習理論の数学的な基礎2を与えるものとしての側面も持っている。

1 E-mail: mieda@mikan.ap.titech.ac.jp 
2学習理論を考える際に問題となるのは、学習する対象に対して正解が薙実に存在するのか、その正解に対して学習

結果が確実に結果が収束するのか、の二点である。班DP辻前者の証明を与える。
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3 評価関数

本研究では、最適投糞戦略の算出方法として MDPによる最適化のフレームワークを採用した。

このため、本稿では以降、 Stと偽をそれぞれ詩刻 tでの投資対象の甫場価格と投資行動、 πを投

資戦略と考える。

さて、一般的な班DPを用いた最適化問題において、最適也度合いを判定する評価基準として

用いられているものは、予測割引利得と呼ばれる関数である。(詳細は [lJなどを参照されたい。)

しかし、予測割引利得はいくつかの理由から投資戦略の計算iこは向いていない。最も主要な理

由は、予測割引手当得を用いる場合iこ、状態遷移確率が時間変動しないことが条件として含まれて

いるためである。つまり、 Ptを具体的な確率(密度〉関数としたときに、その関数が時間変化しな

元￥こと

Prob (St十11Stヲ向)ヂ Pt(SH1 1Stぅπt)

が条件として課せられているのである c しかし、この条件を満たす市場倍格変動モデ、ルで、現実的

な市場を表現すること辻非常に難しい。

そのため、本研究では投資手法を売買差益を得るもの摂定し、評倍関数を次のように定義する。

r T l T 

I子(S)=EII:πt(ST-St)lso=sl = I: I: 7rt(ST-St)Pγob ( ST， St I So = S) (2) 
L t=O J t=O ST，St 

ここで、 Stは1ユニットあたりの投資対象の市場緬格、向は+1・0・4のいずれかの値をとり、そ

れぞれ 1ユニット購入・河もしない・ 1ユニット売却を意味する。また、投資行動の選択肢んを

それまでの投資履歴ん三 αo十町÷・・・+向-1により次のように制限する。

At( -1) = {Oぅ十1}， At (0) = { -1ラOぅ+1}ヲAt(十1)= {-1うO}

これによ号、同ーのポジションを 2つ以上とることを禁止し、到のポジションへ移るためには一

変保持しているポジションを解消することが義務付けちれる。

この評価関数 (2)に対する最適投資戦略のぞ子在は、状態空間(市場儲棒)が離散有限であること、

それにより政策も離散となることから自明である。

4 価格変動モデルとその評価

本稿で評価を行う価搭変動モデ、んを次のように設定する。

St十1= St + Zt (3) 

ただし、 Ztは実際の市場データから生成した恒格変動確率分布より発生させる乱数である。この

モデルは個格変動をランダムウオークをベースに、実際の市場データを用いて値格変動確率分布

がブアツトテールを持つように主主張した、ごく単純なモデルで、ある。
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続いて、評価のためのシミュレーション条件を設定する。投資対象は外国為替市場(ドル円)と

する。橿格変動肇率分布を生成するための市場データは、 2005年の 10分足データを捷用する30

このデータかち生成される値格変動分布は図 1左側のグラフのようになる。
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図 1:価格変動分脊

図 1右側のグラフは、このモデ、ルを用いた時に、各ステップごとに初期値かちどの程度の価格

変動がどの翠度の確率で生じるかを示したものである。ここで、 1000ステップ以上になると明ら

かにグラフの影が歪んでいる七そのため、投資期間Tは実時間との関連も考慮し、 700ステップ

(実時間 1週間椙当)とする。そして、 2005年のデータを調査した結果、 700ステップの間に生じ

るレートの変動幅は士5月よりも十分に小さいため、想定レート変動レンジ(想定レンジ)は土5円

とし、吉然境界条件とみなす。

以上の条件の下、 (2)を用いて最適投資戦略πを計算し、 2006年に投資を行った結果を図 2に

示す。

一一--cド一一一 il.Cl訟菩ぜ :予

世ラ

H. cll.lrn[(る01 πl (l 

-u.) 

、
一ι

-1 

}() 2{) :;U 40 5u 

W さe孟

200 40事 6l)(l

tlstep J 

国 2:最適投資戦略による投資結果

図 2左測は利益を初期投資額比のパーセンテージで表示したもの、右測は算出さ紅た最適投資

戦略を示している。この図から最適投資戦略は最初にロングポジションをとるのみであると算出

されたことがわかる。これは先にも表れた 2005年の上昇基調を反映しただけの結果である。

3従って、シミュレーシヨン上の Iステップは現実時間の 10分に相当する。

4これは、 2005年のドル円レートが上昇基調にあったことに超医している。 2006年も通年で同様の額向があると判

断することは非常に危換であるから、投資顛毘 Tは 1000ステップよりも小さくする必要がみる。

戸

h
d

戸

hv



研究会報告

この結果かち、このモデルには調整局面(ある程変のレート上昇の後には下誇圧力がかかる)に

相当する要素が不足していると考えることができる。この調整局面をモデルに組み込むために、簡

易的な方法ではあるが境界条件を変更する。境界条件を反射壁に変更し、想定レンジを狭めて、強

力な抵抗線の作用を組み込む。境界条件を変更した結果を図 3に示す。

見 Cli.Hnf。る 1

一ー-0-ーー主主1:，t;:1: :. 

一一一司白戸一一一品:(~~a: t 主

開 F 司OM--RCD!<.ご=三

l)き

200 400 600 

πt 告

.05 

明 1

1 ()ユo .:;0 .lO 弓&

高'c-e孟
t[step] 

図 3:最適投資戦略による投資結果(モデル改良後)

国3左側は投資のパフォーマンスを、右慨は想定レンジを士2円とした場合に算出された最適投

資戦略を示している。図からわかるように、トレード頻度が十台に上がり、パフォーマンスも改

善されていることがわかる。

5 おわりに

本請では、与えられた価格変動モデルに対して IvIDPに基づ、いた最適投資戦略を求め、そのパ

フォーマンスからモデルを改良する一連の流れを示した。これにより、JvIDPによるモデル評錨が

有効に作用する可能性を示すことができた。

今西は非常に単純なモデ、ルiこ対して評舗を行ったが、すでに提唱されている現実的なモデルに

対しても同様の評価を行うことで、更なる発展が期待できると考えている。

また、今回用いたモデ、ル (3)を

St+lニ J(St) + Zt (4) 

のように変更する。そしてfの関数形として呂復力を与えるポテンシヤルを導入するなどして、調

整局面に対応したモデルへと拡張する。これにより、l¥1arkov性を保ったままの市場モデルがどれ

だけのパフォーマンスを発揮できるかを検討することも、価誼があるのではないかと考えている。
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